









ドイツ語で可算名詞の “ein Recht, Rechte” は権利の訳語があてられるのに
対して、不可算名詞の “Recht” は法または正義の意味となって、区別され
る。また、可算名詞の “eine Gewalt, Gewalten” は権力の意味であり、不可
算名詞の ”Gewalt” は暴力の意味となって、区別される。
競争という意味の ”Wettbewerb” では、どうであろうか。これも、可




“ein Wettbewerb, Wettbwerbe” の可算名詞であるから、“Unter den Firmen 









“competition” である（2）。可算名詞の “a competition, competitions” は競技
（会）、試合、コンテスト、コンペといった意味になることで、ドイツ語
の “Wettbewerb” と同様の意味分けが可能である。“competition” も、複数
の事業者の間の競争の場面に引き直すと、事業者間で個別具体的に繰り広
げられている競争は、可算名詞の “a competition, competitions” であり、“a 





























so wie letzere einerseits ihr Leben vom Gesetze erhalten, so geben sie ihm 
andererseits dasselbe zurück; das Verhältnis des objektiven oder abstrakten 
Rechts und der subjektiven konkreten Rechte ist der Kreislauf des Blutes, 
das vom Herzen ausströmt und zum Herzen zurückströmt.” とあって、権
利の方に複数形の Rechte（レヒテ）を用いうることによって、権利を意
味する Rechtが可算名詞であり、相対的に法を意味する Rechtが不可算























































































































































































































































































































































































































































































































































































































の１条１項前段 “Verträge, die Unternehmen oder Vereinigungen von Unternehmen 
zu einem gemeinsamen Zweck schließen, und Beschlüsse von Vereinigungen von 
Unternehmen sind unwirksam, soweit sie geeignet sind, die Erzeugung oder die 
Marktverhältnisse für den Verkehr mit Waren oder gewerblichen Leistungen durch 







Handlungsfreiheit）の制限を意味する（Rainer Bechtold “Das neue Kartellrecht” 
(Verlag C.H.Beck, 1981) S.22）から、そこでのWettbewerbは事業者間の個別具体
的な競争活動のことになる。2005年改正後の GWB１条は、EU機能条約101条１項
（“the prevention, restriction or distortion of competition within the common market”）
に合わせたものに改正され、“Vereinbarungen zwischen Unternehmen, Beschlüsse 
von Unternehmensvereinigungen und aufeinander abgestimmte Verhaltensweisen, die 
eine Verhinderung, Einschränkung oder Verfälschung des Wettbewerbs bezwecken 
oder bewirken, sind verboten.”「競争の妨害、制限または歪曲を目的または効果と
する事業者間の協定、事業者団体の決議および相互協調的行為は、禁止する。」と
なった。ただし、これによって、競争の意味が変化したわけでもない（Langen・

















競い争うて」のところが可算名詞の “a competition, competitions” に相当し、「ソレで
もってちゃんと物価も定まれば金利も極まる、これを名づけて競争という」が不可算
名詞の “competition” に相当することになる。福澤諭吉が competitionの訳語を考えな
がら、その語義の本質を見抜いていることに感嘆させられる。
（3）　経済学者からのコメントとして、「競争をあらわす言葉はけっして competitionひ
とつではありません。英語だけに限ってみても、競争を意味する、もしくは含意する
言葉は意外なほど多く、competition以外にも、rivalry、vie、emulationなど多種多様
なものがあります。英語圏の人びとは、こうした微妙にニュアンスの異なる「競争」
を、場面や文脈に応じて適切に使いわけているのであって、それを日本ではほぼひと
しなみに「競争」と訳すしかないため、かえって競争にたいする理解や認識を混乱
させてきたきらいがあるのです（ちなみに、現代競争論を強く唱えてきたのは、ア
メリカの経済学派でいうとシカゴ学派や新オーストリア学派ですが、彼らは自分た
ちの理論をライバルリー理論〔rivalry theory〕とか、コンテスタブル・マーケット理
論〔contestable market theory〕などと呼んで、コンペティションという語をあまり
使いたがりませんでした）。」井上義朗『二つの「競争」　競争観をめぐる現代経済思
想』（講談社現代新書、2012年）116頁。同書は、本稿が提示する競争の二つの意味
とは関係なく、コンペティションは「負けないようにする」競争観であるのにたい
し、エミュレーションは「勝とうとする」競争観であるとして、現代における競争の
意義を論じている。
（4）　和訳は、村上淳一訳『権利のための闘争』（岩波文庫、1982年）に依った。同書の
解説143頁では、訳者から「単に「レヒト」とある場合には、前後の文脈から権利、
法のいずれを指すかを知ることができる場合が多いが（この翻訳にさいしても、その
ような場合にはいずれかに訳し分けている）、権利と法の双方を意味するものとして
この語が用いられることも少なくない。「闘争において汝のレヒトを見出せ」という
題辞において、レヒトはまさにこの二重の意味で用いられているのであり、したがっ
て、「権利＝法」という訳語があてられているわけである（本書の表題も、本来は「権
利＝法のための闘争」とすべきであるが、慣例に従って「権利のための闘争」とし
た）。」との指摘がある。
（5）　前注同書81頁。
（6）　かかる競争の二様・二義性の論点は、もちろん、夙に、様々な論述で指摘されてい
るところで、例えば、「……資本主義社会における競争の機能としては、……複数の
事業者の中の特定の者が、取引の機会を獲得するための条件となる、ということの外
に、同一の目的をもつ複数の競争行為が相互に影響し合うことにより、資本主義社会
における経済循環を可能ならしめるという機能が存することに注意しなくてはなら
ぬ。すなわち、前者が、個別的な競争行為の集合体が、全体として有する機能に外な
らぬもので、競争が、後者の機能を発揮する場を、通常、市場と呼んでいる。（中略）
かくて、「競争」の観念の中には、個別的な競争行為を指す場合と共に、市場におけ
る全体としての競争を指す場合も存することが明らかとなった……」今村成和『独占
禁止法』（有斐閣、1961年）38-39頁との指摘があり、その後の独占禁止法の各種の解
説書も同様の指摘をしてきている。
（7）　前注同書40頁。
（8）　注６同書38頁では、「そもそも、この法律において、競争の観念を定義する必要が
あったかどうか、疑わしいといえるのであって、競争の観念は、一般的には、独占禁
止法上特に定義を必要とする技術概念というよりは、むしろ独占禁止法のよって立つ
社会的基盤を構成する事実に関する観念なのであるから、これに対する法的な加工を
107独占禁止法における競争の二つの意味と関係（鈴木）
目的とする概念規定を試みるようなことは不必要であったと思うのである。」と述べ
られている。
（9）　東宝・新東宝事件・東京高判昭26・９・19高民集６巻13号868頁。
（10）独占市場では、独占事業者が競争メカニズムを直接に操作しているようにみえる
が、競争市場よりも他の事業者の動向を気にせずに、自らの事業活動の意思決定がで
きるという余裕を持てることで、競争メカニズムの機能を相対的に阻害しているとい
うことはいえるが、独占事業者といえども、潜在的競争者の新規参入を誘引するよう
な高価格販売を行えば、競争メカニズムはなお機能しているので、事業者にとって
は、競争メカニズムは直接に操作できることではない。異なる例として、政府が事業
法に基づいて価格規制や参入規制を行う場合は、競争メカニズムを廃して、自らが競
争メカニズムに代わって、決定機能を果たそうとするものである。
（11）事業者団体が参入制限を行えば、当然に競争メカニズムに悪影響があるとの趣旨に
なる。
（12）５年先に実現する新規設備の投資調整カルテル（不当な取引制限）が行われた場
合、当該カルテルが５年先の市場での競争メカニズムをどのように変化させるかを実
証するとすれば、５年の時日を徒過しなければならない。しかし、設備投資の競い合
いを制約したこと自体の在り様から、競争メカニズムへの悪影響を導き出せれば、競
い合いを制約する行為が行われた時点で違反行為として問擬することが可能になる。
（13）競い合いと競争メカニズムだけではなく、実際には、行為主体の問題や正当化事由
の存在も加味して、判断経験を積み重ねることになる。
（14）公正取引委員会審決集56巻第２分冊567頁。
（15）複数の当事者間の意思の連絡の機会が全くない状況下では、囚人のディレンマの
例により、各当事者は競い合う行動に出ざるをえない。四国ロードサービスほか３名
事件（公正取引委員会勧告審決平14・12・４審決集49巻243頁）では、入札談合にお
いて、四国ロードサービス（S）のみが受注を続けられることで、事業活動を拘束さ
れているのは受注しない他の３社で、Ｓはその事業活動を拘束されていないのではな
いかという疑問がありうるが、Ｓは他の３社が受注しないことを確認できて、余裕を
持って自らの受注活動を遂行できることで、拘束された事業活動となっている。
（16）民集66巻２号20頁。
（17）複数の事業者間で意思の連絡があればよく、その結果が一方の事業者の事業活動が
拘束される場合も含む。私的独占における通謀や支配の場合も含むものである。拙稿
「私的独占における支配の行為概念」白鷗大学法科大学院紀要創刊号（平成19年）75
頁。
（18）米国反トラスト法の運用における当然違法、合理の原則、ハードコア・カルテル等
の考え方が対応するところである。
（19）高刑集33巻５号359頁。
（20）「『競争の実質的制限』という事態は不可視的、観念的事象であるので、その判断
は、事実から推論することによらざるを得ないということから引き出された表現であ
ると理解する。」とする厚谷襄児先生の精緻な研究が既にある。厚谷襄児「不当な取
引制限における『競争の実質的制限』について」北大法学論集46巻６号（1996年）・
厚谷襄児『独占禁止法論集』（有斐閣、1999年）１頁所収。
（21）独占禁止法は、「一定の取引分野における競争の実質的制限」と「公正な競争を阻
害するおそれ」という２つの違法要件を規定しているところ、後者については、既に
複数の解釈を並列して運用してきており、前者についても複数の解釈が可能であると
考えるもので、それによって、行為主体＋行為要件の態様によって、２つの違法要件
の連続性を持たせることを試みることができる。
（22）判例が示してきた従前の競争の実質的制限の基準は、市場支配力またはそれに準ず
る市場力を有する単独の事業者による排除型私的独占に相応しても、不当な取引制限
等の共同行為には、高過ぎて、「競争自体が減少」、すなわち、本稿での用語に言い換
えれば、「競い合い自体が減少」する効果が増さって認められれば十分であり、市場
を支配することができる状態まで必要とは必ずしもいえないとの筆者の見解について
白鷗大学法科大学院紀要　第７号（2013年12月）108
は、拙稿「競争の実質的制限における違法性判断基準の在り方」『厚谷襄児先生古稀
記念論集　競争法の現代的諸相（上）』（信山社、2005年）357頁。実際に、ストーカ
炉入札談合課徴金日立造船事件・東京高判平24・３・２公正取引委員会審決集58巻第
２分冊188頁では、「原告は，本件審決が，受注予定者がアウトサイダーの協力を得ら
れずにアウトサイダーとの間で価格竸争を行っても本件特段の事情にはならないとす
る一方で，アウトサイダーの協力を得られずに自由競争になったことは本件特段の事
情になるというのは自己矛盾であると主張するが，入札参加者である５社の間で本件
合意が実施され受注予定者が決定されている場合には，公正な競争に参加する者が少
なくなっているのであるから，実際の入札において上記受注予定者とアウトサイダー
とが価格競争を行ったとしても，既に発生した競争制限効果を消滅させるような影響
はないといわなければならない。他方，本件合意が実施され受注予定者が決定された
にもかかわらず，実際の入札においてアウトサイダーの協力が得られずに，５社によ
る受注予定者の決定が覆され自由競争になった場合（すなわち，本件合意の対象から
除外された場合）には，本来の競争参加者がすべて価格競争に参加することになるの
であるから，この場合には本件合意に基づく競争制限効果は当該入札（工事）には及
ばないことになる。したがって，両者を区別し，後者のような場合に本件特段の事情
が認められるとすることに矛盾はなく，原告のこの点に関する主張は失当である。」
との判示で、不当な取引制限（入札談合・水平的共同行為）には、競い合い（競争）
の減少で、競争メカニズム（競争）の実質的制限に至るとの方向が示唆されている。
　　　なお、１回限りの個別の入札談合（１回限りの競い合いの制約）から、一定の取引
分野における競争の実質的制限を認めるに至れるか否かは、影響の大きさ等を勘案し
た判断となる。
 （本学法科大学院教授）
